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長崎市火災予防条例の一部を改正する条例の概要

改正理由

住宅用防災機器の設置及び維持に関する条例の制定に関する基準を定める省令

(平成16年総務省令第138号。以下「省令」という。)の一部改正に伴い、長崎

市火災予防条例(昭和37年長崎市条例第6号。以下「条仮1」という。)に規定す

る住宅用防災警報器等の設置の免除に係る要件を見直すとともに、その他所要の整

備を行うため。

改正内容

a)省令の改正に伴い、宿泊施設等の用途部分が30or6未満の施設において、設

置することができる特定小規模施設用自動火災報知設備を取り付けることによ

り、住宅用防災警報器等の設置を免除できることとなったことから、条例におい

ても同様に設置を免除することができる規定を追加するもの

②その他所要の整備を行うもの。

ア日本産業規格の根拠法の定義を明確にするもの。

イ閉鎖型スプリンクラーヘッドに係る文言の見直しを行い、「作動時間が60

秒以内」を「種別が1種」に改めるもの

施行期日

m 特定小規模施設用自動火災報知設備については、公布の

②その他所要の整備のうち、

ア日本産業規格については、平成31年7月1日

イ閉鎖型スプリンクラーヘッドにつぃては、公布の日

根拠法令

住宅用防災機器の設置及び維持に関する条例の制定に関する基準を定める省令

の一部を改正する省令(平成31年総務省令第11号)



警報設備の種類

)自動火災報知設備

火災による熱や煙を感知するた

めの感知器や、人が火災を発見し

警報を鳴らすための音響装置など

が全て配線で接続されている設備

であり、延べ面積30orr「以上の

店舗や、延べ面積50on「以上の

アパートなどに、設置が義務付け

られているもの。

(建物内の感知器、受信機、地区音装置等が連動)

②特定小規模施設用自動火災報知

設備

通常の自動火災報知設備のよう

に配線で接続する方式のほか、配

線や音響装置がいらない無線式の

連動型感知器で、どの部屋で火災

が起きても一斉に鳴動させ、火災

発生を知らせる設備であり、延べ

面積300市未満の小規模な福祉

施設や宿泊施設などに設置するこ

とができるもの。

部屋

^^^^

共監室

a

)住宅用防災警報器等

火災により発生する煙又は熱を

感知し、音や音声により警報を発

して、火災の発生を知らせる機器

で、住宅の寝室や2階に寝室があ

る場合の階段部分などに市町村の

火災予防条例に基づき設置が義務

付けられているもの。

(全ての感知器が無線で連動)
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6 特定小規模施設用自動火災報知設備を住宅部分に設置した場合のイメ

m 改正前
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7 長崎市火災予防条例新旧対照表

現行

目次(略)

第1章~第2章

第3章

第3条~第巧条

(避雷設備)

第 16 条避雷設備の位置及び構造は、

消防長が指定する日本産業規格に適

合するものとしなけれぱならない。

(略)

(略)

目次(略)

第1章~第2章

弟3早

第3条~第15条

第 17 条~第29条(略)

第3章の2

第29条の2~第29条の4

改正案

(避雷設備)

第 16 条避雷設備の位置及び構造は、

消防長が指定する日本産業規格(産業

標;化法(昭和24年法 185号)ー

20 第 1項の日本産業ま格をいう。)

に適合するものとしなければならな

い。

(設遣の免除)

第 29 条の 5 前 3 条の規定にかかわら

ず、次の各号に掲げるときは、当該各

号に定める設備の有効範囲内の住宅

の部分について住宅用防災警報器又

は住宅用防災報知設備(以下この章に

おいて「住宅用防災警報器等」とい

う。)を設置しないことができる。

①第29条の3第1項各号又は前条第

1 項に掲げる住宅の部分にスプリンク

ラー設備(標示温度が 75 度以下で作

動時間が 60 少以内の閉鎖型スプリン

クラーヘッドを備えているものに限

る。)を令第12条に定める技術上の基

準に従い、又は当該技術上の基準の例

により設置したとき。

(略)

(略)

(略)

第 17 条~第 29 条(略)

第3章の2

第29条の2~第29条の4

(設置の免除)

第 29 条の 5 前3 条の規定にかかわら

ず、次の各号に掲げるときは、当該各

号に定める設備の有効範囲内の住宅

の部分について住宅用防災警報器又

は住宅用防災報知設備(以下この章に

おいて「住宅用防災警報器等」とい

う。)を設置しないことができる。

(1)第29条の3第1 項各号又は前条第

1 項に掲げる住宅の部分にスプリンク

ラー設備(標示温度が 75 度以下で種

別力勺種の閉鎖型スプリンクラーヘッ

ドを備えているものに限る。)を令第

12条に定める技術上の基準に従い、又

は当該技術上の基準の例により設置

したとき。

②~⑤

(略)

(略) (略)②~⑤
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現行

6)第29条の3第1項各号又は前条第

1 項に掲げる住宅の部分に複合型居住

施設用自動火災報知設備を複合型居

住施設における必要とされる防火安

全性能を有する消防の用に供する設

備等に関する省令(平成 22年総務省

令第7号)第3条第2項に定める技術

上の基準に従い、又は当該技術上の基

準の例により設置したとき。

改正案

⑥ 29 の3 1項各号又は,

1 項に掲げる住宅の,分に寺定小

施設用自動火災知設寺定小

施設における必要とされる火安

全性能する消の用にする二

に関する省ム(平成 20年総省

ム 156号)-3条 2項及び 3項

に定める術上の基1 に'い、又は当

該術上の基;の例によりきした

とき。

(フ)第29条の3第1項各号又は前条第

1 項に掲げる住宅の部分に複合型居住

施設用自動火災報知設備を複合型居

住施設における必要とされる防火安

全性能を有する消防の用に供する設

備等に関する省令(平成 22年総務省

令第7号)第3条第2項に定める技術

上の基準に従い、又は当該技術上の基

準の例により設置したとき。

第29 条の6~第29条の7

第4章~第9章

(略)

(略)

(略) 第29条の 6~第29条の 7

第4章~第9章

附則

(施行期日)

公の日から施行する

1項の改正定は、

1日から施行する

この例は、

ただし、 16

平成31年7月

(略)


